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タイ自動車産業における日本の直接投資と
地場部品メーカーの形成

上　田　曜　子

タイは，輸出主導型の成長戦略を採用し，アジア通貨危機（1997 年）まで順調な経
済成長を遂げてきた。その過程で，主要輸出産業として発展したのが自動車産業であ
る。同産業の成長を牽引したのは，日本の自動車メーカーとそれに続く部品メーカー
のタイへの直接投資であった。
本稿ではまず，タイの自動車産業が，日本からの直接投資に依存する形で成長を遂
げてきた点に言及する。その際，日本企業の進出を促進したのは，円高と国内外の自
由化の動きであった。続いて，筆者によるインタビュー調査を分析することによって，
日本企業の進出がいかに地場の自動車部品メーカーの形成と成長を促したのか，そし
て日本企業からタイの企業家にどのように技術伝播が行われたのかについて論じる。
本稿で明らかになったのは，日本からの直接投資が地場の部品メーカーの形成に多
大な貢献をしてきたという点である。日本企業からタイ側への技術伝播が，日本の自
動車メーカーから従業員へ行われた例，そしてサプライヤーの育成に熱心なトヨタが
地場の部品メーカーを成長させた例が観察された。同時に，部品の国産化規制が，一
部の華人系タイ人の企業家を優遇した可能性について指摘した。またリーマンショッ
ク後に競争が激化した自動車部品製造から，高い技術力を生かして転身を試みる企業
家の例を紹介し，日本からの直接投資が，地場企業家の成長に貢献したことを明らか
にした。

1　はじめに

タイは戦後，着実に経済成長を遂げ，2011 年に，低位中所得経済から高位中所得経済

への移行を果たした（World Bank 2011）。1997 年のアジア通貨危機以降，経済成長率は

低水準で推移しているものの，1952 年から 2011 年に至る 60 年間の年平均経済成長率（実

質）は，6.2％に達していた（Jitsuchon 2012, 13）。成長開発委員会（2009, 26-27）は，戦

後において持続的な高成長を達成した 13 カ国（経済）を選出しているが，タイはその一

国である 1）。
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タイがこれまで依拠してきたのは，輸出主導型の経済成長モデルである。同モデルに

より，タイは工業化を進展させ，新興国の仲間入りを果たした（Phongpaichit 2017）。タ

イ経済が，他国と比較して開放的で輸出依存度が高いという点は，表 1，2で確認できる。

それでは，輸出主導の戦略の中で成長した主要輸出産業は，どのような産業であろう

か。Bank of Thailand（2018）によると，2017 年における最大の輸出品は電子機器（コ

ンピュータ・同部品など）と自動車・同部品であり，両者が輸出金額に占める比率は等

しく 15.1%である。輸出主導で経済成長を遂げたタイにおいて，自動車産業とエレクロ

トニクス産業が重要な役割を果たしてきたことがわかる。

この二大輸出産業のうち，とりわけ自動車産業において主導権を握っているのが日本

の自動車メーカーである。本稿は，日本の自動車メーカーや部品メーカーによる直接投

資によって，輸出産業に成長したタイの自動車産業に焦点を当て，同産業における日本

の直接投資（FDI）が地場資本の形成にどのように貢献したのかについて考察する。

タイの自動車生産は，サリット政権（1959-63 年）が導入した輸入代替工業化政策の下

で，輸入部品の組み立てという形で開始された。タイは自国ブランドの自動車メーカー

を育成する政策はとらず，海外の自動車メーカーを誘致することによって，自動車産業

を興す戦略を採用した。タイに限らず，自動車産業を輸入代替工業化政策により保護育

成しようとした途上国は多かった。自動車の生産には多数の部品を必要とするため，自

動車生産を奨励することによって，国内における幅広い裾野産業の形成が期待されたか

らである。

タイの自動車産業は，同国の政策に呼応する形で，日本の自動車メーカーと部品メー

カーがタイに進出することによって発展した。日本のメーカーはサプライ・チェーンを

構築し，タイは日本自動車メーカーの世界における一大生産及び輸出拠点となった。2016

年において，タイの 4輪車生産台数は 194 万台に達し，世界第 12 位の 4輪車生産国であ

る（日本自動車工業会 HP）。

輸入代替産業として自動車産業の保護育成を開始した当時のタイ政府は，前述したよ

うに，国内で裾野産業が成長することを期待していたと考えられる。タイの場合，この

裾野産業の発展を担ったのは地場資本ではなく，日本から進出してきた日本の部品メー

カーであった。タイは，一貫して国内で欠如あるいは不足している自動車部品の生産を，

主に日本の部品メーカーを誘致することで補ってきたといってよい。つまり，拡大する

自動車生産に，地場資本の部品メーカーの成長が追い付かず，それを日本の部品メーカー

による FDIで補ってきたのである。その結果，タイにおける自動車生産は，日本からの
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FDIと日本の技術に大きく依存することになった。タイにおける輸出主導型成長モデル

では，成長のエンジンを日本の自動車産業に依存する形で進展したのである。

このような特徴を持つタイの自動車産業における，地場資本の部品メーカーの形成に

焦点を当てることが本稿の目的である。現在のタイ経済については，「中所得の罠」に陥っ

ている可能性が指摘されている（Jitsuchon 2012, 14; 戸堂 2015, 94-95）。プラユット政権

は，この罠を回避するために，「タイランド 4.0」ビジョン 2）を打ち出した。自動車産業

においても，付加価値の低いピックアップトラックに代わりエコカーへ，さらにバッテ

リー電気自動車・プラグインハイブリッド車などの次世代自動車への移行を目指してい

る。

このように主要産業である自動車産業においてその高度化が目標とされるようになっ

ても，タイ政府の基本姿勢は変わっていない。これまでと同様，日本企業の力を借り，そ

の投資を奨励することで，タイを次世代自動車の生産拠点とする目標を達成したいと考

えているのである 3）。

2016 年にプラユット首相は，2036 年までにタイが先進国の仲間入りを果たすという目

標を掲げた。従来の過度に外国資本に依存した輸出主導の成長モデルは，この目標達成

に対して効果的であろうか。

World Bank（2013, 12）は「戦後，多くの国が急速に発展して中所得となったが，そ

の中で高所得の地位にまで到達したのはわずかの国にとどまっている」と述べ，その他

の国は「中所得の罠」に陥っているとした。低所得国の高成長は，低コストの労働力と，

表 1　貿易総額の対GDP比（%）

1990 年 2000 年 2010 年 2016 年

タイ 75.8 121.3 127.3 123.1

東アジア・太平洋地域（高所得経済は除く） 35.1 54.6 57.7 47.1

中所得経済 34.7 51.0 53.1 47.8

出所：World Bank（2018）.

表 2　輸出額の対GDP比（%）

1990 年 2000 年 2010 年 2016 年

タイ 34.1 64.8 66.5 68.9

東アジア・太平洋地域（高所得経済は除く） 18.6 29.1 30.6 24.7

中所得経済 17.5 27.1 27.3 24.0

出所：表 1と同。
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海外で開発された技術の適用が容易であるという要因によって促進される。ところがこ

れらの優位性は，中所得あるいは高位中所得の水準に到達すると消滅する。経済が中所

得の水準に達すると，農村部の不完全雇用労働者が減少して賃金が上昇し，技術がキャッ

チアップする余地もなくなり，労働集約的な輸出品が国際競争力を失ってしまうからで

ある。World Bank（2013）は，海外技術への依存から脱出して，イノベーションを通じ

た生産性の上昇を実現できなければ，これらの国は「中所得の罠」に陥ってしまうと分

析する。

「タイランド 4.0」は，イノベーションが経済を牽引する成長モデルを想定している。し

かしながら，この新しい成長戦略においても，従来通り投資や技術を大きく外国資本に

依存し続けるのであれば，イノベーションを引き起こす主体，つまり成長のエンジンが

外国企業にあることに変わりはない。地場企業の中に，イノベーションを生み出す能力

のある企業が増えていかなければ，「タイランド 4.0」が描く戦略は成功しないであろう。

タイが低所得国から高位中所得国へ成長した際に有効であったこの外国資本に依存した

輸出主導の成長モデルは，高所得国へ移行するという目的に対してはその有効性を失う

と考えられる。

そこで，本稿では，タイの自動車産業における地場の部品メーカーの形成に対して，日

本の自動車メーカーによる FDIがどのように貢献したのかを検討する。焦点の一つは，

技術移転がどのように行われているのかという点にある。これは，タイ経済が「中所得

の罠」に陥ることなく，持続的に経済発展を推進できるかどうかは，シュムペーターが

指摘したイノベーションという創造的破壊を引き起こす力をもった企業家の存在が不可

欠であるという認識に基づいている（シュムペーター 1977, 180-185）。タイ製造業におい

て，このような地場の企業家層が拡大するならば，それは今後のタイの経済発展を推進

する力となると考えられる。

また地場の企業家に研究対象を絞ったもう一つの理由は，本研究が人的資本への投資

が経済成長の源泉であると考える人的資本理論 4）に依拠しているためである。シュルツ

（Schultz 1961, 1）が論じるように，「有益なスキルや知識」を習得することは人的な能力

に対する投資であり，この投資の結果，生産が拡大し所得が上昇する。タイの持続的な

経済発展には，人的資本への一層の投資が必要であるとの観点から，日本の FDIがタイ

の人的資本の向上にどのように貢献したのかについても明らかにしたい。
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2　日本資本依存型の自動車産業の発展

タイにおける工業化の特徴は，前述したように輸出主導型成長モデルの中で，外国資

本に依存した形で進められてきたという点にある。自動車産業の場合は，日本企業によ

る FDIが産業の発展を牽引してきた。最初に，タイ経済における日本企業と日本からの

FDIの重要性を確認しておきたい。表 3によると，タイは ASEAN10 か国の中で，日本

企業が出資する現地法人数と対外直接投資残高で首位を占めており，ASEAN全体の約 3

分の 1がタイに集中している。末廣（2015）によると，2005 年から 2013 年の期間におけ

る日本からタイへの FDI総額は約 275 億ドルに達し，同期間のタイにおける対内 FDIの

約 35%を占めているという。また大泉（2016）は，1973-2014 年においてタイ投資委員会

（BOI）が認可した日本からの投資案件 7,584 件を業種別に分類し，1970 年代から一貫し

て一般機械・輸送機器に対する投資案件が全体（7,584 件）の 38.4%（2,924 件）に上り，

高い比率を占めていることを明らかにしている。以上のデータから，日本からの FDIの

受け入れがタイにおける自動車産業の発展を促進したと推測できる。

表 3　ASEAN諸国における現地法人数と日本の対外直接投資残高

現地法人数＊（2017 年） 日本の対外直接投資残高（資産）
（2016 年末，単位：100 万ドル）

タイ 2,412（31.2%） 55,228（33.5%）

シンガポール 1,386（17.9%） 41,786（25.3%）

インドネシア 1,218（15.7%） 26,775（16.2%）

ベトナム 972（12.6%） 14,653（8.9%）

マレーシア 965（12.5%） 12,943（7.8%）

フィリピン 579（7.5%） 13,697（8.3%）

ミャンマー 105（1.4%） NA

カンボジア 73（0.9%） NA

ラオス 22（0.3%） NA

ブルネイ 4（0.1%） NA

合計 7,736（100.0%） 165,082（100.0%）

注：　＊日本企業が出資している各国に所在する法人数。
出所：東洋経済新報社（2017），ジェトロ HPより作成。

タイにおける近代的自動車産業は，サリット政権（1959-63 年）の下で輸入代替産業と

してスタートを切る。1962 年の投資奨励法改正により，自動車組み立て業が投資奨励産
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業（グループ B）として選定されると，同年，トヨタ（Toyota Motor Thailand）が設立

され，また日産自動車の自動車組み立て工場が稼働を開始した。さらに，1963 年にいすゞ

（Isuzu Thailand）が組み立て生産を開始し，1964 年には三菱自動車の組み立て業者が設

立されている。（Isuzu Thailand HP, Mitsubishi Motors Thailand HP, Toyota Motor 

Thailand HP, 日産 HP）5）。

このように日本の自動車メーカーによる自動車生産は半世紀以上の歴史があり，日本

企業はタイの自動車産業で圧倒的な地位を占めている。日本の自動車メーカー 9社（上

述の 4社と注 5の 5社）による自動車生産台数は，2014 年において全体の 94.0%に達し

ている（フォーイン　2015, 394-395）。

加えてタイ政府が日本の部品メーカーを積極的に誘致したことも手伝って，タイでは

日本企業によるサプライ・チェーンが構築された。BOIによると，2014 年においてタイ

で操業する 1次サプライヤーは 709 社，2次・3次サプライヤーは 1,700 社に達している

（BOI HP）。ただし，この数字には，外資及び地場資本の部品メーカー両者が含まれてお

り，タイにおける日本の部品サプライヤーの正確な数は不明である。

そこで参考になるのが 1952-2008 年の期間にタイで設立された自動車部品メーカーの

データを整理した表 4である。日本の部品メーカーが全体の 45.5%を占めていることか

ら，タイ自動車産業のサプライ・チェーンにおける日本企業の重要性を確認できる。

表 4から明らかになる 2点を，ここで整理しておきたい。第 1に，プラザ合意（1985

年）以降に，日本のサプライヤーの設立が急増しているという点である。表には示して

いないが，日本のサプライヤー設立数は 1987 年から急激に増加し，その傾向はアジア通

貨危機が発生した 1997 年まで続いた。従って，円高要因が日本のサプライヤーのタイ進

出を急速に推し進めたことがわかる。

円高に加えて 1988 年に始まった BBC（Brand to Brand Complementation）スキー

ム 6）も，この時期における日本のサプライヤー設立の急増を後押しした。このスキーム

の成立を機に，トヨタをはじめとする日本メーカーが東南アジアでの投資を拡大したの

である（トヨタ自動車 HP）。さらに，1993 年，閣議で新規の乗用車組み立て工場設立を

禁止する規定の廃止が決まり，1994 年には乗用車組み立て工場の新設が認められるよう

になった（東 2000, 138）。この自由化により，多くの自動車メーカーとサプライヤーは，

タイを生産及び輸出拠点として位置付ける戦略をとるようになった（Techakanont and 

Terdudomtham 2004, 50, 52）。従って，1980 年代後半からアジア通貨危機までの時期に，

日本のサプライヤーが急増したのは円高に加えて，タイ国内外の自由化（ASEAN域内の



 タイ自動車産業における日本の直接投資と地場部品メーカーの形成 123

貿易障壁緩和とタイ自動車産業における規制緩和）の動きであったといえる。

そしてタイ政府が熱心に行った日本企業の誘致活動についても言及しなければならな

い。タイ政府の方針は，自動車産業の発展のために，サプライ・チェーンにおけるmissing 

表 4　1952-2008 年にタイで設立された自動車部品メーカー 625 社 a に関するデータ

設立年 b

設立された部
品メーカー数
（総数）

設立された部品
メーカー数（日
本企業のみ）c

自動車産業政策と関連事項
タイの自動車年平
均生産台数（年平
均増加率：%）d

タイの自動車年平
均輸出台数（年平
均増加率：%）d

1952-54 1 0 N/A 0

1955-59 4 2 N/A 0

1960-64 7 4
1962 年：BOI, 自動車組み立
て業を投資奨励産業として
選定

3,119e

（142.9） 0

1965-69 18 9 11,938
（12.1） 0

1970-74 26 9 20,993
（23.5） 0

1975-79 26 8 1975 年：部品国産化規制
（LCR）適用開始

54,347
（17.9） 0

1980-84 33 6 91,745
（12.1） 0

1985-89 81 42

プラザ合意（1985 年）とそ
の後の円高。
1988 年：BBCスキーム成立。
自動車の輸出開始。

124,629
（18.4） N/A

1990-94 113 49
1993 年：新規の乗用車組み
立て工場設立禁止規定の廃
止を決定。

353,156
（16.6） 21,300f

1995-99 141 81
1996 年：BBC スキームが
AICOスキームに発展。
1997 年：アジア通貨危機。

386,155
（8.6）

51,719
（69.5）

2000-04 74 43
2000年：LCR撤廃。2003年：
アセアン，アセアン経済共同
体（AEC）の結成を決定。

626,937
（23.3）

215,356
（22.1）

2005-08 2 1 1,125,316
（21.3）

440,705
（32.7）

Unknown 99 30

Total
625

（100.0%）
284

（45.4%）

注：a.  データが入手可能な 625 社についてのみ表を作成した。
　　b.  設立年が不明の企業で生産開始年が判明している企業については，後者によって分類した。
　　c.  ここで「日本企業」とは，資本所有比率にかかわらず日本資本が参加している企業を指す。
　　d.  増加率は単純平均の値。
　　e.  1961-64 年の年平均生産台数。
　　f.  1994 年の輸出台数。
出所：JETRO Bangkok（2011）, Tiasiri（2012）, Ueda（2009）, 東洋経済新報社（2015）, フォーイン（2011a, 2011b）。
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linkを，日本のサプライヤーによる FDIで埋め合わせるという考え方であった。つまり

タイが自前で調達できない自動車部品は，技術力のある日本のサプライヤーを誘致する

ことによって補うというやり方である。このようにして，タイ自動車産業の発展は日本

企業に大きく依存しながら進んできたのである。

表4が示唆する第2の点は，1975年から適用された部品国産化規制（LCR: local content 

requirement）（東 2000, 137）が，日本の部品メーカーのタイ進出を促したのか否かにつ

いてである。表のデータからは，LCRの導入が，日本からの部品メーカー進出を増大さ

せたという影響は確認できない。1975 年以降の 10 年間は，日本の部品メーカーの新設数

に動きはみられず，前述の通り，その急増のきっかけとなったのは 1980 年代後半の円高

等の理由による。

LCRは輸入代替工業化政策の一環であり，国産部品の使用を義務付けることで，貿易

赤字の是正と部品産業育成を目的としていた。筆者の調査 7）によると，当時タイ国内で

生産可能であった部品は 7種類（バッテリー，燃料タンク，燃料チューブ，ドラムブレー

キ，ラジエーター，排気管など）に過ぎなかったため，トヨタは地場の部品業者を探し

回ったという。ところが，日本の自動車メーカーは，「自国の系列部品企業にタイへの進

出を要請」することになる。何故なら「当時の地場系部品企業は，補修部品や模造品を

生産する小規模工場が大部分で，製品の価格が高く，品質も規格に達していない」から

であった（東 2000, 139）。しかしながら，表 4のデータからは，LCRと日本の部品メー

カーの進出の間の因果関係を認めることはできなかった。

1987-1997 年をタイ自動車産業における「第一次日本投資ブーム」と呼ぶならば，第二

次ブームはリーマンショック（2008 年）後に訪れる。表 4は 2008 年までのデータしか

扱っていないため単純に比較できないが，図 1が参考になる。図 1によると，2006-2010

年の期間は，海外からの FDI全体に占める日本資本による FDI（認可ベース）の比率は

30-40%で推移している。ところが 2011-2013 年の 3年間はその比率が，60%前後にまで

跳ね上がり，その後は低下している。また 2012-2013 年においては，日本資本による FDI

の総額も大きく上昇した。

筆者の調査 8）によると，リーマンショック後に日本国内の市場が縮小したことが，日

本からの FDIが急増した主な要因である。自動車部品メーカーは日本国内で顧客を確保

することが困難となり，3次・4次サプライヤーという小規模あるいは零細な部品メーカー

までもが，自らの判断でタイに進出してくるようになった。リーマンショックの前は，顧

客のタイ進出に従って中小企業がタイ進出を決断することが多かったが，その状況は
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2008年を境に大きく変化したという。日本の小規模企業のタイへの進出は2011年から急

増した。その多くは自動車関連の企業で，特に 2010 年から始まったエコカーの生産がこ

れらの企業の進出を後押しした。

エコカー・プロジェクトは，当時のタイ政府が掲げていた持続的発展と産業の高度化

という目標に即して始められた。それまでのタイ自動車生産の中心であった 1トン・ピッ

クアップトラックに続く次世代自動車として位置付けられたのである。BOIは，エコカー

部品が国内で不足していたため，海外からの投資を奨励し，それに呼応して日本の部品

メーカーの進出が活発化したのである 9）。

日本の零細企業までがタイ進出を果たすようになった背景には，次の 2点が関係して

いる。第 1に前述の通り，タイに ASEAN最大の自動車関連のサプライ・チェーンが構

築されており，その中で日本企業が大きな役割を果たしていたからである。海外進出の

経験を持たない小企業にとっても，タイは生産活動を始めることが比較的容易な国で

図 1　外国資本によるタイへの直接投資動向（認可ベース）

注：%の値は，外国資本による直接投資の中で日本資本による直接投資が占める比率を示す。
　　日本資本による直接投資とは，日本資本が少なくとも 10%を占める投資案件を指す。
出所：  BOIのHP（Retrieved on February 24, 2018, http://www.boi.go.th/ index.php?page=statistics_foreign_direct_ 

investment/）, その他より作成。
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あったと考えられる。

第 2に，日本では部品サプライヤーはいわゆる「系列」の枠組みの中で取引を行うが，

タイでは「系列」の縛りがない。日本で，ある自動車メーカーの系列下にある部品メー

カーであっても，タイでは他の自動車メーカーとの取引が可能である。この点も，日本

の市場縮小をタイへ進出することにより克服しようとした日本の部品メーカーにとって

は，大きな誘因となった 10）。

以上のように，タイの自動車産業は輸入代替産業としてスタートしたものの，マレー

シアが行ったように，自国ブランドの国民車プロジェクトを立ち上げて手厚く保護する

政策は採用しなかった。一貫して海外の自動車メーカーや部品メーカーを積極的に誘致

することによって，ASEAN最大のサプライ・チェーンを築いたのである。このタイ側の

政策に呼応して，タイ自動車産業の中核となり発展を担ってきたのが日本企業であった。

次節では，この日本からの FDIが，地場部品メーカーの成長にどのように貢献したのか

を明らかにする。

3　日本の直接投資と地場資本の部品メーカーの成長

本節では，筆者が行ってきたインタビュー調査 11）に基づき，日本の FDI流入に伴っ

て，地場の部品メーカーがどのように成長したのかについて分析する。ここでの問題関

心は，日本企業による FDIは地場の裾野産業構築にどのように貢献したのか，そして日

本企業から地元の企業家にどのようにして技術が伝播したのかの 2点である。

インタビュー調査対象者の中で，日本の FDIがその成長に大きく貢献したと考えられ

る部品メーカーの代表例 4社を表 5に掲げた。同表には，現在も操業を続ける地場の部

品メーカーとその創業者等に関するデータを簡潔にまとめた。

まず，表 5の事例も含めたインタビュー調査全体の結果から指摘できる点を整理する。

第 1に，日本の FDIは，地場の部品メーカーの形成に多大な貢献をしたという点である。

日本の FDIをきっかけに，地場の部品メーカーが成長していく経路としては，2つの経

路が観察された。これについては後述する。第 2は，輸入代替工業化政策の一環である

LCRは，日本の自動車メーカー（トヨタ）が地場のサプライヤーを指導して技術を伝播

する契機となったという点である。ただし，この恩恵を受けたタイ人企業家は，LCRが

導入された時期に，小規模ながらも既にものづくりに参入していた華人系タイ人に限定

された可能性がある。従って，タイの輸入代替工業化政策は，歴史的にタイの企業家層
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の圧倒的な比率を占めてきた華人系タイ人を優遇する結果となったと考えられる。第 3

に，日本の FDIを通じて，地場の部品メーカーが成長したものの，これらのメーカーは，

リーマンショック後の日本の部品メーカーのタイ進出により，厳しい状況に追いやられ

ているという点である。これは，外資依存型の工業化政策が継続してきたことによる弊

害でもある。

これらの 3点のうち，1点目と 2点目については本節で，3点目についは次節で詳細な

分析を試みる。まず第 1点目，日本の FDIが地場の部品メーカーあるいは地場の企業家

の形成に大きな貢献をしたという点についてである。日本の FDIが，自動車部品産業に

おける地場の企業家の成長に貢献した経路には 2つの経路が見いだせる。

1番目の経路は，日本企業（あるいは日本企業との合弁企業）で技師（technician）と

して勤務した経験を持ち，その過程で部品の製造技術を習得し，自ら部品工場を設立し

て独立するという経路である。表 5のサプライヤー Aと Bがこれに相当する。とりわけ

サプライヤー Aは，日本の自動車メーカーに長年勤務する中で，製造技術を習得して，ス

ピンアウトして部品製造工場を立ち上げた。Aと Bに共通しているのは，職業高等専門

学校（基礎教育 12 年間を終えた後に，2年間の職業教育を受ける課程）の卒業者である

という点である。日本の自動車メーカーに長年勤務すれば無条件で，日本の製造技術が

その従業員に伝播するわけではない。Aと Bの創業者の事例が示唆することは，タイの

職業教育制度を通じて高い技術吸収力を持つ人材がある程度育っていたこと，そして日

本企業の技術を習得し，彼らの技術力が進化していったという点である。

とりわけ，Aの創業者はタイで最も貧しい地域である東北タイ出身のタイ人である。タ

イにおける伝統的な企業家層は，華人系タイ人が独占的な地位を占めてきた（Suehiro 

1989, 8-9; Ueda 1995, 27）。Aの創業者は，主に地場の自動車部品メーカーがメンバーと

なっている Thai Autoparts Manufacturers Association（TAPMA）の会長を務めた経験

を持つ実力者である。さらに，Aで生産されている自動車部品は高度な技術を要する精密

部品であることから，Aが高い技術力を有していることがわかる。技術力の高さは，米国

の航空機メーカーから Aに航空機の部品製造の引き合いがきていることからも推測でき

る。また筆者の調査（Ueda 2009）によると，地場資本の大手部品メーカーは，日本人技

術者を雇用する，あるいは日本企業との合弁事業により生産を行うことにより，生産技

術を日本人・日本企業に依存することが多い。Aは外国人の雇用や外国企業との技術援助

契約の締結を行ったことはなく，技術的な問題は自ら解決する能力を持っていると考え

られる。このように，東北タイ出身のタイ人が，正規の職業教育と日本の自動車メーカー
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表 5　地場の部品メーカー 4社に関する情報

サプライヤー A（創業者に 2009 年 6 月 15 日，インタビュー）

誕生年・場所，性別 1952 年，ウボンラーチャターニー（東北タイ），男性

民族 タイ人

教育水準 technical college（po.wo.so.）, 自動車整備専攻

父親の職業と教育水準 農民，小学校 4年

経歴 日本の自動車メーカー（いすゞ）に技師（technician）とし
て約 20 年勤務

自身の工場設立年（自動車部品） 1993 年

主要製品 coupling, swivel nut

サプライヤーとしての地位 ほとんどの製品に関して 2次サプライヤー

従業員数 180 人

資本 タイ資本 100%

外国人技術者・管理職 雇用したことはない

外国企業との技術援助契約（technical 
assistance agreement）の有無 結んだことはない

製品の顧客 すべて日本企業

サプライヤー B（創業者に 2011 年 1 月 12 日，インタビュー）

誕生年・場所，性別 1960 年，チャチュンサオ（中部タイ），男性

民族 華人系 2世（潮州系）

教育水準 technical college（po.wo.so.）,　工業技術専攻

父親の職業と教育水準 稲作農民，正規の教育は受けていない

経歴 日本と台湾の合弁企業（ホンダのエンジン部品とハブのサプ
ライヤー）に 4年勤務

自身の工場設立年（自動車部品） 1990 年

主要製品 エンジン部品，歯科治療の器具，water jet cutting table

サプライヤーとしての地位 いすゞ，トヨタ，ホンダのサプライヤー。何次サプライヤー
であるのかについては不明。

従業員数 260 人

資本 タイ資本 100%

外国人技術者・管理職 マーケティングを担当する日本人アドバイザー 1名を雇用

外国企業との技術援助契約（technical 
assistance agreement）の有無 結んだことはない
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サプライヤー C（創業者の息子に 2010 年 2 月 16 日にインタビュー）

誕生年・場所，性別（創業者） 1920 年代～ 1930 年代，中国，男性

民族（創業者） 華人系 1世（潮州人）

教育水準（創業者） 中国で数年間の初等教育

父親の職業と教育水準 中国とタイを行き来した漢方医

経歴（創業者）
綿布を販売する商人からスタート。その後，綿の紡績工場設
立。麻の紡績機械，鉄くず用のプレス機械，水圧プレス機械
の製造。

自身の工場設立年（自動車部品） 1982 年

主要製品 スタンピング部品

サプライヤーとしての地位 トヨタの 1次サプライヤー

従業員数 1,400 人

資本 タイ資本 100%が 5社，タイ日の合弁が 5社

外国人技術者・管理職 7-8 人の日本人管理職を雇用

外国企業との技術援助契約（technical 
assistance agreement）の有無 結んだことはない

サプライヤー D（創業者の孫に 2010 年 4 月 1 日にインタビュー）

誕生年・場所，性別（創業者） 誕生年は不明，中国，男性

民族（創業者） 華人系 1世（潮州人）

教育水準（創業者） 正規の教育は受けていない

父親の職業と教育水準 不明

経歴（創業者とその息子） 自転車部品の製造

自身の工場設立年（自動車部品） 1980 年頃

主要製品 プラスチック部品

サプライヤーとしての地位 トヨタの 1次サプライヤー

従業員数 700 人

資本 登録資本金は 150 百万バーツ。日本企業との合弁企業 1社

外国人技術者・管理職 2名の日本人技術者を雇用

外国企業との技術援助契約（technical 
assistance agreement）の有無 結んだことはない

出所　筆者によるインタビュー調査。
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での勤務を経て，高度な技術力を持つ企業家に成長した Aの事例は特筆に値する。

Bについても高い技術力を有していることを付け加えておきたい。既述の通り，リーマ

ンショック後は零細・小規模な日本企業が多数タイに進出したため，自動車部品産業で

は企業間の競争が厳しくなり，日本の部品メーカーと比べると相対的に評価が低い地場

の部品メーカーは市場を奪われるという状況に陥った。Bもそのような厳しい状況に置か

れた部品メーカーの 1社である。しかし自動車部品製造からの多角化を図り，歯科治療

の装置や water jet cutting tableの生産を始めた。これは，Bの創業者が高い技術力を有

しているからこそ可能になったと考えられる。とりわけwater jet cutting tableの技術に

ついては，Bはタイではパイオニアであり，先行者利益を享受しているという。Bの創業

者は，日本企業から直接技術を学んだわけではないが，日本企業に部品を供給する日本

と台湾の合弁企業で技術を習得している。よって，Bの場合も，日本の FDIを契機とし

て成長した地場の部品メーカーとみなすことが出来る。

さらに Aと Bが自動車部品工場を設立した時期（1990 年 -1990 年代前半）に注目した

い。Bの創業者によると，当時は自動車部品の供給が需要に追いつかない状況にあったと

いう。そこに彼はビジネス拡大の機会を見出し，自身の部品製造工場を立ち上げたので

ある。さらに工場操業開始後の 1995 年 -1996 年頃になると，自動車部品に対する需要が

一層増大したため，Bは工場の生産能力を増強し，いすゞとトヨタのエンジン部品を供給

するようになった。

この時期に自動車部品に対する需要が拡大したのは，第 2節で言及したように，1994

年にそれまで禁止されていた乗用車組み立て工場の新設が認められるようになったこと

を受けて，日本の自動車メーカーがタイを重要拠点として位置付けるようになった戦略

と関係している。例えばトヨタは，東南アジア市場向けの低価格乗用車である Asian car

を開発し，Asian carはタイで生産され 1997 年に同国で販売を開始した（日本経済新聞 

1996 年 4 月 22 日，4月 24 日，12 月 10 日）。従って，タイ自動車産業政策の自由化とそ

れに伴う日本の自動車メーカーの戦略が，Bのような地場の部品メーカーの成長を促した

といえる。これは，途上国の裾野産業発展のためには，最終財の生産を規制するよりも，

自由化する方が望ましいということを示唆している。

続いて，日本の FDIが地場の企業家形成に貢献した 2番目の経路について述べる。こ

れは，すでにものづくりを始めていた企業家が，日本の自動車メーカーとりわけトヨタ 12）

の 1 次サプライヤーとなることによって，自動車部品生産へ参入し，部品メーカーとし

て成長するという経路である。これらの業者は，トヨタから製造技術のみならずトヨタ
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生産方式や工場のレイアウトなどに関して指導を受け，大きく成長した。これは，多国

籍企業（最終財企業）が途上国で行った垂直的直接投資（戸堂 2008, 83-84）において，多

国籍企業がより高品質で低価格の中間財（部品）を確保するために，現地のサプライヤー

に技術指導を行うという事例に相当する。

この経路については，Blalock and Gertler（2008）がインドネシアの事例を用いて，

FDIとその受け入れ国の経済成長に関して行った実証研究が参考になる。同研究では，途

上国が多国籍企業による FDIを受け入れることによって技術が伝播し，それが途上国の

経済成長を促進することが明らかにされている。多国籍企業（最終財企業）が，地場の

サプライヤー（部品メーカー）に技術指導を行うことによって，サプライヤーの生産性

向上や中間財（部品）の価格低下が実現し，その結果，途上国の他の生産者や消費者に

も利益が及ぶという外部性が生じるのである。前述の通り，途上国に進出した多国籍企

業が，部品メーカーに対して技術指導を行うのは，より高品質の部品をより低価格で入

手できるようにするためである。また多国籍企業が現地の部品メーカー 1社のみに技術

を伝播すると，その企業から不当な要求を突き付けられるリスクが生じるため，多国籍

企業は広く技術を伝播する誘因を持つという。

この 2番目の経緯による多国籍企業から地場のサプライヤーへの技術伝播を後押しし

たのが，1975 年から適用開始となった LCRである。LCR導入後に，トヨタは品質や規

格を満たす部品を製造できる地場の業者を懸命に探し回るようになる（Ueda 2009, 7）。こ

れを契機として，自動車部品製造に参入したのが，サプライヤー Cと Dである。両者と

もに，部品製造工場を立ち上げたのが，LCR適用開始後の 1980 年頃である。Cと Dの

創業者の経歴には，共通点が多い。中国生まれの潮州人で移民としてタイに定住するよ

うになったこと，正規の教育を受けた期間が短いかあるいは受けていないこと，そして

元々「機械いじり」が得意で，その器用さを生かして見よう見まねで機械を模倣して作

ることが好きな人材であったなどの点である。そして Cは機械の生産，Dは自転車の部

品製造に携わるようになる。

その後 LCRが導入され，両者は地場のサプライヤーを懸命に探していたトヨタと接点

を持つにいたる。Cの場合は，顧客の中に自動車のスタンピング部品製造業がいたことか

ら Cも同部品を製造するようになった。1985 年頃には直接トヨタと交渉して注文をもら

うようになり，トヨタの 1次サプライヤ―という地位を得て現在に至っている。その後，

Cは独自のスタンピング技術を開発し，現在ではスタンピングでは最も難易度の高い「深

絞り」の技術を使った自動車部品も生産している。Cによると，この「深絞り」の技術
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は，日本企業から伝播された技術ではなく，独自に開発した技術であるという。Cは，

LCRの適用開始を契機に，トヨタの 1次サプライヤーになることによって，トヨタの指

導を受けながら高度な技術を自ら開発できる部品メーカーに成長した地場企業の例であ

る。

Dも，トヨタの 1次サプライヤーになったことがきっかけで成長した部品メーカーで

ある。もともと自転車の部品を製造していたが，1980 年頃にトヨタの 1次サプライヤ―

となる。Dによると，当時のトヨタは LCRの導入を受けて，必死に地場のサプライヤー

を探していたので，トヨタの 1次サプライヤ―になるのは難しいことではなかったとい

う。それとは対照的に，現在では自動車部品産業における競争が厳しく，新参のタイ企

業がトヨタの 1次サプライヤ―になるのはほぼ不可能であるという。現在 Dの主要製品

は，プラスチック・インジェクションによる自動車部品であるが，その技術レベルは中

程度にとどまっていて，トヨタから要求される水準を維持するのが難しい。それに対応

するために日本人技術者を雇用している。

以上，Cと Dの事例から明らかなように，日本の自動車メーカーの 1次サプライヤ―

となり，その関係を維持することを通じて，地場の業者に技術が伝播されている。そし

てそのきっかけを作ったのは，国内の裾野産業の育成を目的とした LCRであったことが

わかる。よって，LCRは地場の部品産業の成長を促進したことになるが，その恩恵を受

けたのはどのような企業家であったのだろうか。

Cと Dに関する調査結果から言えることは，LCR導入時にすでに，ものづくりを始め

ていた企業家層が，トヨタの 1次サプライヤーとなる機会を得て，その後もトヨタとの

信頼関係を維持しながら地場の部品メーカーとして成長を果たしたということである。

以前の筆者による調査（Ueda 2009, 11-12）においても，タイ資本の自動車部品メーカー

で大手に成長した 2社の創業者は，LCR適用開始直後の 1970 年代後半に，自動車部品製

造に参入している。そして，この 2社の創業者は，サプライヤー Cと D同様，華人系タ

イ人である。

前述の通り，タイでは伝統的に企業家階層は，ほぼ華人系タイ人によって占められて

いる。従って LCRは，幅広い階層に恩恵を与えた政策ではなく，すでに事業経営に携

わっていた華人系タイ人を優遇することになったと指摘できる。LCRが輸入代替工業化

政策という国内産業保護政策の一環であったことを考慮するならば，この保護政策は，結

果的に華人系タイ人に有利に働いたと言えよう。
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4　日本企業のサプライ・チェーンは地場の部品メーカーを排除しているのか：
日本企業の地場部品メーカーに対する評価

本節では，筆者のインタビュー調査結果に関する 3つ目の論点について述べる。リー

マンショック後に日本の小規模な 3次・4次サプライヤーの FDIが急増した結果，自動

車部品産業における競争が激化して，地場の部品メーカーが厳しい状況に立たされてい

るという点である。

調査で明らかになったのは，地場の部品メーカーの中でも日本の自動車メーカーの1次

サプライヤーとしての地位を確立していないメーカーが，とりわけ競争激化の影響を強

く受けているという点である。表 5のサプライヤー Aと Bがこれに相当する。Aと Bが

抱く不満は一致していた。「タイの日本企業は，タイ企業と取引するときよりも高い価格

で日本企業同士取引を行うことで，お互いに助け合っている」，「日本企業は，タイの地

場のサプライヤーに対しては，厳しく値引き交渉をする。日本企業のサプライヤーより

も低い価格で取引を行うよう要求する」，「我々が生産する部品は，日本企業が生産する

部品と品質は同じであるのに，我々には値引きを要求してくる」という内容である。

サプライヤー Aと Bは，取引相手の日本企業からの値引き要求を受け入れている。A

は同じ部品を製造している日本の部品メーカーよりも5%安い価格で販売している。Bに

よると，ある日本企業は，Bに提示した価格よりも 20%も高い価格で他の日本の部品メー

カーから部品を購入しているという。彼らの言い分は，日本企業同士の「助け合い」と

いう慣行が，地場の部品メーカーを不利な状況に追いやっているという内容である。両

者の不満は一致していたので，他の地場部品メーカーも日本企業の慣行に対して，同様

な見解を持っている可能性がある。

さらに Bの創業者は「BOIの日本からの FDIを優遇する政策が，タイのサプライヤー

の経営を苦しめている」とも述べている。彼によると「リーマンショック後に，タイ資

本の 1次サプライヤーの 20%が廃業に追い込まれた。タイの部品メーカーの中で現在の

厳しい状況を生き残れるのは，大規模な 1次サプライヤーのみである」と述べ，自動車

部品産業は，地場の企業家にとって将来性はないとしている。要約すると，タイに進出

した日本企業は，日本企業同士でサプライ・チェーンを形成し，そこでは地場の部品メー

カーを排除する力が働いているというのが，彼らの言い分である。

ただし，サプライヤー Cと Dのように，トヨタとの長期間にわたる信頼関係を構築し，

継続してトヨタの 1次サプライヤーであり続けている部品メーカーは，このような不満
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を持っていなかった。前述の通り LCRは，Cや Dのような一部の華人系タイ人の企業家

を優遇することになったが，その後も，日本の自動車メーカーの 1次サプライヤ―の地

位を維持している部品メーカーは，リーマンショック後に，さらに相対的にその優位性

を強化することになったといえる。

サプライヤー Dは「自分たちは（LCR導入後に）トヨタの 1次サプライヤ―となるこ

とが出来て，運が良かった。当時は，1次サプライヤ―になることが出来る条件が揃って

いたタイの業者は少なかった」と述べている。「運良く」トヨタの 1次サプライヤーにな

ることが出来た地場のサプライヤーは，競争が激化することで，一層有利な立場に立つ

ことになったのである。従って，日本企業がタイで築いたサプライ・チェーンにどれく

らい深く組み込まれているのか，あるいは日本の自動車メーカーとどれくらい密接な関

係にあるのか（1次サプライヤ―であるのか否か）が，地場の部品メーカーの生き残りに

大きく関係しているといえる。

ただし，自動車部品市場で活路を見いだせなくなった地場のメーカーが，他製品の生

産に参入できる能力があれば，製造業の企業として成長を遂げる可能性はある。これに

ついても，サプライヤー Aと Bは好例である。両者は高度な技術力を生かして，他製品

（航空機部品，歯科治療器具，water jet cutting table）の生産への参入を検討，あるいは

すでに生産を行っている。日本のFDIを通じて技術を習得して誕生した部品メーカーが，

市場の動向に機敏に対応できる実力をもつ企業に成長したといえる。この観点からも，タ

イの自動車産業における日本の FDIが，地場の企業家層の成長に貢献をしたと考えられ

るのである。

ここで留意すべきは，タイ政府が当初，自動車産業政策の目的の一つとしていた，自

動車産業の拡大を通じて国内に幅広い裾野産業を形成するという点についてである。タ

イの場合，最終的に裾野産業はタイに進出した日本企業が中心となって担うことになっ

た。地場の部品メーカーの形成が技術進歩や生産拡大に追いつかなかったため，タイ政

府が「国内で調達できない部品は，海外からの FDIで補う」という方針をとったからで

ある。日本からの FDIはこれまで述べてきたように，地場の部品メーカーの形成に大き

く貢献はしたものの，その恩恵を受けたのは一部の企業家にとどまり，幅広い地場企業

家層の成長の芽を摘んでしまった可能性も否定できない。昨今の「中所得の罠」に関す

る議論についても，過度な外資依存型の産業政策が採られた結果，持続的な経済成長の

担い手たる地場の企業家層が十分形成されなかったことが原因の一つとして指摘できよ

う。
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最後に，サプライヤー Aと Bが述べているように，日本企業が地場の部品メーカーに

対して，日本の部品メーカーよりも低い価格で取引することを要求する理由について考

えてみたい。まず，トヨタが自ら 1次サプライヤ―を育成するのは，高品質の部品を低

価格で入手するためである。それに加えて，時間をかけて形成した緊密な信頼関係がコ

スト削減につながるという理由も指摘できる。Williamson（1986, 87-88）が述べるよう

に，詳細で複雑に入り組んだデータや微妙なニュアンスは，関係の浅い良く知らない者

同士よりも，緊密かつ長期にわたる信頼関係を継続してきた間柄の方が，より効率的に

伝達される。よって，日本企業にとっては，新参あるいは取引関係が短い地場の部品メー

カーとの取引は，部品の品質や納期などについて不確実性やリスクが高くなり，ここに

コストが生じる。例えば，これらの部品メーカーを監督するコストがこれに相当する。

従って，関係の浅い部品メーカーとの取引には，追加のコストがかかる可能性があり，そ

れを部品メーカーに価格の引き下げを要求することで，部品メーカーに転嫁していると

も考えられる。もちろん，日本から部品メーカーの進出が増加したことによる競争激化

も，価格引き下げの要求につながっている。

筆者の調査から，全体的に日本企業側は，地場の部品メーカーの技術力については日

本企業よりも劣ると判断していることが明らかになった。タイで操業する日本企業に

とって，地場の部品メーカーの強みは，技術力ではなく価格の安さにある場合が多いの

である。地場の部品メーカーは「日本企業と同じ品質の部品を生産しているのに，なぜ

タイのサプライヤーには値引きを要求するのか」と考えているが，日本企業にとっては

地場のサプライヤーが提供する部品は，必ずしも日本企業の製品と同じ品質ではないの

である。このように地場の部品メーカーの技術力については，日本側とタイ側でずれが

生じている。この点が，サプライヤー Aと Bの日本企業に対する不満の根本にある。

これは，日本企業と良好な信頼関係を築くことができていないタイの部品メーカーが

多く存在することを示唆している。タイ人企業家の中には，日本企業から信頼を得るた

めに対策を講じる者もいる。例えば日本人の管理職（マーケティング担当者）や日本人

技術者を雇用する，あるいは日本企業との合弁事業という形態をとる，自分の子供を日

本の大学に留学させるなどである。ただし，これらは中小企業にとっては非常にコスト

の負担が大きい方法で，実施したくても出来ないという声もあった。そしてリーマン

ショック後は，日本企業と信頼関係が構築できるか否かが，地場の部品メーカーのパ

フォーマンスに大きく関わってくるようになったのである。
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5　結　論

タイは輸出主導型の成長戦略を採用し，少なくともアジア通貨危機までは順調に経済

成長を遂げてきた。その過程で，主要輸出産業として発展したのが自動車産業であった。

その成長を牽引したのは，日本の自動車メーカーとそれに続く部品メーカーのタイへの

FDIであった。本稿では，このタイ自動車産業に焦点を当て，日本の FDIが地場の部品

メーカーの形成にいかに貢献したのかについて，インタビュー調査の結果も交えながら

分析を行った。

その結果，日本企業による FDIは，地場の自動車部品メーカーの成長に多大な貢献を

したこと，そして日本企業からタイの企業家に技術伝播が行われた点を明らかにした。た

だし，リーマンショック後は，日本から自動車関連企業の進出が相次ぎ，自動車部品業

界における競争が激化した。この状況の中で，地場部品メーカーの中には，自動車部品

産業に将来性を見出すことをあきらめて，他製品の生産に着手するところも出てきてい

る。また一部の地場部品メーカーは，日本企業がタイで作り上げた自動車産業のサプラ

イ・チェーンにおいて不当な評価を受けていると認識している。また，タイ人企業家た

ちが，取引相手である日本企業から信頼を得ることに苦労している実態が明らかになっ

た。

いずれにせよ，日本の FDIを通じて成長した地場の部品メーカーはタイ経済において

貴重な人的資本であることは間違いない。タイの輸出主導の工業化は，外資依存型の工

業化でもあった。その中で，自動車部品メーカーをはじめとする地場の企業家層は，こ

れからのタイ経済の担い手となりうる重要な人材である。「中所得の罠」に陥っている可

能性が指摘されているタイにとって，この人的資本や彼らの技術力をより一層有効活用

するために必要な政策，例えば中小企業を支援するための政策について議論する必要が

あろう。

かつて「稲作の国」と呼ばれたタイに，自動車産業のグローバルな生産・輸出拠点を

作り上げたのは日本の自動車業界である。現在タイは，産業の高度化を目指しており，そ

のためには日本企業の投資や協力が欠かせないというのがタイ政府の認識である。その

一方で現在，中国からの FDIが増大し，中国がインフラ建設にも関与する動きがみられ

るようになっている。これまでの輸出主導の経済発展は，主に日本資本に依存すること

で達成されたが，今後は日中を天秤にかけながら両者の力を活用する戦略に変容してい

くかもしれない。日本企業は半世紀以上の時をかけて，タイに投資を集積し人的資本の
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向上にも貢献してきた。この功績を将来につなげるためにも，日本企業がタイ側と協力

して，タイの地場の企業家が直面する問題の解決に向けた努力を継続して行っていくこ

とを期待したい。

注
1 ） 成長開発委員会（2009, 1）は，「1950 年以降，年平均 7％以上で 25 年間以上にわたり成長
した国」を持続的な高成長に成功した国とみなした。タイの場合，1960-1997 年の期間がこ
の高成長期に相当する。

2） 「タイランド 4.0」は「中所得の罠」回避のためのタイ政府のビジョンである。産業の高度
化と高付加価値産業への移行を目標として，10 の重点産業（次世代自動車，スマートエレ
クトロニクスなど）への投資を拡大することを通じて，持続可能な経済成長を目指してい
る。そこでは，物的資本主導型の成長から，イノベーション主導型の成長への移行が目標
として明示されている（ジェトロ 2017）。

3） ソムキット副首相は「タイは改革を急がなければならない。タイがここまで発展したのは
日本のおかげであり，この改革も日本の官民の協力がなければ成功しない。現在の変革期
にも日本からの投資をお願いしたい」と述べている（ソムキット　2017）。

4） 赤林（2012, 8）によると，人的資本の概念を最初に明示したのはアダム・スミスである。
『国富論』（1978, 168-169）の「特別な技能と熟練を必要とするある種の職業のために多く
の労力と時間をかけて教育された人は，こうした高価な機械の一つになぞらえることがで
きよう。その人が習得する仕事は，普通の労働の日常の賃銀に加えて，かれの全教育費を，
少なくともそれと同等の価値ある資本の通常利潤とともに回収するだろう」という記述が
これに相当する。

5） 2018 年現在，これらの自動車メーカー 4社以外に，日野（1965 年），ホンダ（1996 年），マ
ツダ（オートアライアンス（タイランド）社，1995 年），三菱ふそう（2004 年），スズキ
（2012 年）がタイで操業している。括弧内は，工場の操業開始あるいは工場設立の年を示
す（フォーイン 2015, 59, 82-83; マツダ HP）。

6） BBCスキームは，ASEAN各国における自動車部品生産の重複を避け，規模の経済を享受
できるようにするために，日本の自動車・自動車部品メーカーの要請により導入された。
ASEAN6 カ国は 1988 年，自動車部品相互補完に関して覚書を交わし，同スキームが誕生
した。「自動車メーカー各社がそれぞれのブランドのもとに，ASEAN内の現地調達率 50%
を達成した部品を自由に輸出入できる仕組み」で，「当該部品に対する各国の関税は 50%減
免され，貿易障壁が大幅に緩和された」（トヨタ自動車 HP）。

7） Suparat Sirisuwanangkura氏（President, Thai Automotive Industry Association）に対
する聞き取り調査。2010 年 3 月 3 日，バンコク。

8） ジェトロバンコク事務所の投資アドバイザーに対する聞き取り調査。2011年9月5日，2012
年 3 月 14 日，2013 年 3 月 14 日，バンコク。
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9 ） Thai Autoparts Manufacturing Association（TAPMA）の Secretary Generalに対する聞
き取り調査。2011 年 2 月 16 日，2011 年 9 月 2 日，バンコク。

10） 情報の出所は注 8を参照のこと。
11） 3 節と 4 節の分析は，筆者が 2009 年から 2016 年にかけて行ったインタビュー調査に基づ

いている。調査の対象となった約 20 名の内訳は，ほとんどがタイで部品製造に携わってい
るタイ人経営者である。数名，タイの部品メーカーに勤務する日本人の技術者や管理職が
含まれている。また，タイで地元の部品メーカーと合弁事業の形で，部品生産を行ってい
る日本の部品メーカー 2社に対しても日本で聞き取り調査を行った。

12） 筆者の調査における複数の調査対象者から得た情報によると，トヨタは日本の自動車メー
カーの中でも「サプライヤーは自ら育成する」という方針を強く持っている企業であると
いう。
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